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検討チーム第四回会合における意見・要望 













ー社団法人福島県医師会副会長 木田光一の意見・要望ー 



出所：福島県「県民健康管理調査」の概要 
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＜基本調査の課題＞ 現行の基本調査の回答数は頭打ち状態である。 
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0～6歳 7～15歳 16歳～ 合計

北海道 1 52 36 77 371 484

東北 5 119 971 1,105 5,997 8,073

関東 7 284 1,326 2,170 17,546 21,042

中部 9 176 421 710 3,650 4,781

近畿 7 82 55 103 574 732

中国 5 37 30 55 219 304

四国 4 22 13 18 77 108

九州 8 88 47 66 439 552

合計 46 860 2,899 4,304 28,873 36,076

出典：公財結核予防会「平成25年度福島県健康管理調査　県外避難者避難状況表」

避難者数（人）
市区町村数都道府県数八地方区分

県外避難者の状況

＜県外避難者の継続的な健診等の課題＞  

◆県外避難者はすべての都道府県に及び、860の市区町村に散在している。 

◆長期的に健康支援が必要な小児・児童は避難者の20%に及んでいる。 



今後の「県民健康管理調査」のあり方について（その１） 

◆平成25年度から県民健康管理調査検討委員会の委員が

刷新された。 これに伴い、委員会設置にかかる目的も
見直しが図られたことから、今後、県民健康管理調査
における基本調査（行動調査）や健診の実施体制につ
いて、見直しが必要である。  
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１．個々の住民の健康の維持と増進を図るため、定期的な
問診（生活習慣、 栄養、運動 等）や健診（検診）の機会
をワンストップで提供する場や体制 （かかりつけ医や地
域の医師会）の活用が必要。 



今後の「県民健康管理調査」のあり方について（その２） 

２．委員会設置目的にある、「県民の健康状態を把握し、疾病の予防、早期 

 発見、早期治療につなげ」る調査を実施するためには、住民に最も近い、 

 かかりつけ医等の「医療機関」が様々な健診データ等を一元管理し、住民と 

 共有することが重要。 

３．基本調査（行動調査）は東京電力原発事故から2年以上経った現状を踏 

 まえ、「郵送」方式のみならず医療機関等で健診（検診）や健康相談と同時 

 実施できる「簡易調査」の方式を検討するべき。 
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日医における被災住民への健康支援への取組み 

「健康の権利」を踏まえた日医総研の研究 

 東日本大震災・福島第一原発事故後の健康の権利について、 

被災者のニーズを把握するとともに、医師会や医療機関、支
援団体・行政において取り組まれている実態を把握し、被災者
のニーズに沿った体制の確立を検討する研究である。 

（10月以降、日医総研ウエブサイトで公開予定） 
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 日本医師会では、特定健診を含む様々な健診データを作成
するための標準フォーマットを策定し、これを医師会、会員医
療機関等に提供することで、受診者自身が過去の健診結果を
異なる医療機関や健診機関でも閲覧できる、地域間や地域外
における公衆衛生活動等に利用できる等、今後の健診事業に
役立てていただきたいと考え、日医総研において策定中の標
準フォーマットやツールを、今後、順次活用いただく予定として
いる。 

特に、東京電力福島第一原発事故による被災住民に対する健
康支援について、健診データ等の一元管理の観点から、これ
を活用することを検討している。 

 

日医健診標準フォーマットの策定 








